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論　　文　　の　　要　　旨

〈目的〉

　強膜内陥術は網膜剥離に対してよく用いられる手術法であるが，時として網膜が良好な復位を獲得

しているに関わらず様々な視覚異常を訴える例がある。本研究の目的はこの術後の視覚異常の原因を

明らかにすることである。

〈対象と方法〉

1．1986年から90年にかけ当病院で強膜内陥術が施行された102眼を対象に屈折度の変化を調べた。

また術後視力の変化も調べた。

2．1990年から93年に手術された37症例38眼を対象に術前後の屈折度，超音波による眼軸長を計測し

た。また手術眼44眼，対象眼43眼につきケラトメーターにより角膜曲率半径を，超音波により前房深

度と水晶体厚を計測した。

　手術術式によりグループA（部分強膜内陥術）とグループB（部分強膜内陥術十シリコンバンドによ

る輸状締結術）に分けて調査した。

〈結果〉

　1－a，屈折度変化

　グループAでは術後の矯正球面レンズ，矯正円柱レンズ，等値球面レンズの屈折度はいずれも統計

学的に有意は変化は無かった。
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　グループBでは矯正球面レンズの屈折度の変化は一2，6D，矯正円柱レンズの屈折度の変化は一〇．5D，

等値球面レンズ屈折度の変化は一2．8Dとなりいずれも統計学的に有意であった。

　1－b，視力変化

　術前に比し改善59眼，不変19眼，低下24眼であった。最高視力に回復するに要した期間は87眼でユ

年以内であった。1年から2年が11眼，2年以降，4眼であった。

　2－a，術前後の眼軸長と屈折度変化

　グループAでは術後矯正球面レンズ，矯正円柱レンズ，等値球面レンズの屈折度および眼軸長に統

計学的に有意な変化は無かった。

　グループBでは矯正球面レンズの屈折度の変化は一212D，矯正円柱レンズ屈折度の変化は一〇．3D，

等値球面レンズ屈折度の変化は一2．3Dであり，眼軸長の変化は十016㎜であった。矯正円柱レンズの

屈折度の変化を除き統計学的に有為であった。

2－b，前眼部の解剖学的変化

　グループAでは角膜乱視，前房深度，前房深度十水晶体厚の変化は統計学的に有意ではなかった。

水晶体厚の変化は十〇．09㎜で有意であった。

　グループBでは角膜乱視の変化は十〇．34D，前房深度の変化は一〇．29㎜，前房深度十水晶体厚の変化

は一〇．20㎜，水晶体厚の変化は十〇．10鰯mといずれも統計学的に有意であった。

〈考察〉

　以上より強膜内陥術において解剖学的変化をもたらし，屈折度変化を生じさせるのはグループB（シ

リコンバンド締結術）であることが分かった。この術式を用いると術前より近視化し，不同視による

両眼視機能などに障害を生じる危険が高いことが分かった。また術後視力の回復に要する期問は大部

分で1年以内であり，黄斑部機能の回復に要する期間と考えられた。

審　　査　　の　　要　　旨

　網膜剥離に対する強膜内陥術は確立された術式ではあるが，内陥させる程度，方法などにいくつか

の検討の余地が残されている。またこの手術後に生じる合併症としての様々な視覚異常についてもそ

の原因，程度が必ずしも明確になっているわけではない。

　本研究は先ず最初にre言rospectiveに以前に手術された102眼を調べ，部分強膜内陥術にシリコンバ

ンド輸状締結を加えた患者では屈折度変化を残していることを見出した。

　次いでprospectiveに38眼の術前後を調べて比較し，やはりシリコンバンド締結群で屈折の変化や

眼軸長の変化が生じることを明らかにした。また同群で前眼部に生じる変化も明らかにし，この結果

から術後の屈折度の変化は完全に説明できることが分かった。

　網膜剥離は比較的多い疾患であるが，その手術術式の選択と術後の視機能異常への対応に関し，本

研究が貢献するところ大なるものがあると考えられる。

　よって，著者は博士（医学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。

一284一


